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 4 大阪高裁平成11年11月25日判決、判例タイムズ1050号111頁。 
 5 なお、最高裁平成15年11月11日第３小法廷判決（判例時報1846号３頁）では、小学校指導要録における「各教科の学習の
記録」の「所見」欄、「特別活動の記録」欄、「行動及び性格の記録」欄の開示請求は認められなかった。 
 6 川崎市個人情報保護審査会平成３年９月12日答申（兼子ほか編・前掲注１ 20201頁を参照）、杉並区情報公開・個人情報
保護審査会平成３年12月13日答申（兼子ほか編・前掲注１ 20205頁を参照）。 




































 8 兼子ほか編・前掲注１ 20009頁を参照。 
 9 特定非営利活動法人子どものための民間教育委員会ホームページ（URL：http://cebc.jp/data/jyoho/report/osaka1/taka/tgta-16.htm）
を参照。 







































































 ７ 岡山市情報公開・個人情報保護審査会 平成13年12月19日答申15 
 小学校卒業生が、指導要録における「出欠の記録」の「備考」欄の欠席理由の記載について、
────────────────── 
 12 下村哲夫『平成14年版 教育法規便覧』（学陽書房、2001年）570頁、米沢広一・前掲注２ 99頁。 
 13 前掲注９（URL：http://cebc.jp/data/jyoho/report/osaka2/shinngi/990330-07.htm）を参照。 




































 ９ 岡山市情報公開・個人情報保護審査会 平成14年11月29日答申17 
 小学校卒業生が、指導要録における「行動の記録」の「Ⅱ所見」欄の欠席理由の記載について、
────────────────── 
 16 仙台市役所ホームページ（URL：http://www.city.sendai.jp/soumu/bunsyo/toushin/pdf/kojin/14/5.pdf）を参照。 
































 １ 訂正請求規定の解釈 




 18 横浜市役所ホームページ（URL：http://www.city.yokohama.jp/me/shimin/joho/kokai/toshin/toshin450.pdf）を参照。 




































 21 芦部信喜＝高橋和之補訂『憲法 第三版』（有斐閣、2002年）118頁。 





























 ２ 情報の性質と事例の検討 





















































 28 同旨、川崎市個人情報保護審査会平成３年９月12日答申（兼子ほか編・前掲注１ 20201頁を参照）、兼子＝早川・前掲注














































 31 学校教育法施行規則第15条２号。 






























 １ 訂正請求規定の解釈 






















































名古屋市立大学大学院人間文化研究科 人間文化研究 第８号 2007年12月 
することができると思われる。 
 ２ 情報の性質と事例の検討 






































































 41 石田・前掲注38 229頁。 





名古屋市立大学大学院人間文化研究科 人間文化研究 第８号 2007年12月 
人データの内容が事実でないという理由によって」と定めており、誤りのある「評価」の訂正が
含まれると解釈することができる。また、訂正請求の対象に「評価」の記載を含めることについ
て、各自治体において条例を改正して明確にすることも検討されてよいであろう。 
 学校・教員による指導要録・調査書の作成は学校教育法施行規則に基づく権限であり、生徒の
学力・行動等の評価行為は生徒の教育を受ける権利に対応する職務であるから、一定程度の配慮
や尊重を必要とする。また、個人情報保護条例の目的は自治体の保有する個人情報の適正な取り
扱いを確保することであり、審査会が訂正請求において審査できるのは記載内容の正確さである。
生徒の教育を受ける権利を保護することが第一義的な目的ではない。よって、生徒の学力や行動
などの認識行為や「評価」の形成行為の適切さの審査については、本来の役割ではないと思われ
る44。教育記録の開示や訂正などをよりよく取り扱うためには、個人情報保護法制とは別に法令
を制定したり機関を設置したりすることも視野に入れて議論されてもよいであろう。 
 
おわりに 
 教育記録のうち、指導要録と調査書の訂正について、個人情報保護審査会の答申を踏まえて若
干の考察を行った。そして、少なくとも次の点が明らかになった。 
 第一に、訂正請求の対象となる情報について、個人情報保護条例では誤りのある「事実」の記
載に限定されているが、認識・判断に基づく記載も「事実」の記載として訂正請求の対象と捉え
るべきである。 
 第二に、教育記録に不正確・不適切な所見や評定が記載された場合、指導・支援や進学などに
大きな影響が及ぶおそれがあるから、誤りのある「評価」の記載を訂正しうるような条例の解釈
が検討されなければならない。 
 第三に、従来の審査会の訂正請求規定の解釈と審査の枠組みでは、「評価」の記載を訂正する
ことはできないが、教員によって形成された「評価」を「事実」と同様に記載行為の対象と捉え
れば、教員による「評価」の記載行為だけでも審査することができるようになる。 
 最近では、文部科学省などの示す評価観や教育記録の開示の傾向に翻弄され、生徒の改善すべ
き点についてあまり記載されなくなっている。しかし、学校・教員が生徒に適切な指導等を行い
たいならば、生徒に係る「事実」や「評価」を正確かつ適切に教育記録に記載するべきである。
教育記録の正確さや適切さを確保するためのよりよい制度の在り方を考えるためには、次の点も
課題となりうるであろう。 
 第一に、教育記録の訂正請求、あるいは遡って開示請求がなされた背景を明らかにすることで
────────────────── 
 に関する情報で、本人に開示すると事務の適正な執行に支障の生ずるおそれがある場合、③第三者の権利利益を侵害する
おそれがある場合、④自治体と国の間で協議・協力・依頼により行う事務に関する情報で、本人に開示すると他の機関と
の協力関係や信頼関係が損なわれる場合などを列挙する。 
 44 なお、中嶋哲彦は、子どもの学習権を保障するために教育記録の開示・訂正などを取り扱うのであれば、教育自治的なル
ートによってなされるべきであると主張する（中嶋・前掲注29 336頁）。 
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生徒の教育記録の訂正について 
ある。それにより、家庭や学校、生徒や保護者、教員の抱える法社会学的問題を浮かび上がらせ
ることができる。 
 第二に、評価をすることの意義、評価を指導要録に記録することの意義、評価を入試合否判定
に用いること（調査書）の意義を明らかにすることである。それにより、教育記録に対する生徒
・保護者の権利を保障するためにはどのような法制度がふさわしいのかを考えることができる。 
 
 
